
キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
医薬品等研究業務支出  6003171750
健康・栄養研究業務支出  451417834
安定供給確保支援業務支出  1540611524
人件費支出  2451485771
その他の業務支出  82785533
運営費交付金収入 6324565000
納付金収入 207558424
受託事業収入 636701007
受託事業の精算による返還金の支出  47788
受託研究等収入 2256126421
受託研究等の精算による返還金の支出  15278694
補助金等収入 108560451277
補助金等の精算による返還金の支出  1529000
寄附金収入 49126132
寄附金の精算による返還金の支出  928577

その他の業務収入 375893785


小計 107863165575
利息の受取額 110487372


業務活動によるキャッシュ・フロー 107973652947

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出  3000000000
定期預金の払戻による収入 15300000000
有形固定資産の取得による支出  462257794
無形固定資産の取得による支出  168100011
施設費による収入 400713000
施設費の精算による返還金の支出  14996000


投資活動によるキャッシュ・フロー 12055359195

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出  7942440


財務活動によるキャッシュ・フロー  7942440

Ⅳ 資金増加額 120021069702
Ⅴ 資金期首残高 12459625883


Ⅵ 資金期末残高 132480695585
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Ⅰ．重要な会計方針

          

１．運営費交付金収益の計上基準
業務達成基準を採用しております。なお、管理部門の活動については、原則として期間進行基
準を採用しております。
２．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年～47年
工具器具備品 ２年～15年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）に係る減価償却相当額については、減
価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。
 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いております。

３．引当金の計上基準
 賞与引当金
役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を
計上しております。なお、役職員の賞与のうち、運営費交付金等により財源措置がなされる場
合は、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。
 退職給付に係る引当金及び見積額
退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
適用しております。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時
金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）によっております。

５．棚卸資産の評価基準及び評価方法
未成受託研究
個別法による低価法によっております。

６．収益及び費用の計上基準
 受託研究に係る収益
受託研究に係る収益は、主に国又は地方公共団体以外からの委託費であり、委託契約等に基
づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、サービス等を引き渡す
一時点において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時
点で収益を認識しております。
 受託事業に係る収益
受託事業に係る収益は、主に国又は地方公共団体からの委託費であり、委託契等に基づいて
サービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、サービス等を引き渡す一時点
において、顧客が当該サービス等に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収
益を認識しております。
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